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１． 学校施設の 寿命化計画策定の背景・ 的 
 
（１） 背景 

本県の県立学校施設は、県が所有している施設のうち４割弱を占めています。
1970 年から 1980 年の生徒急増期にかけて建設された施設が多く、築 40 年を超え
る建物が 4 割、築 30 年以上では 6 割を占めるなど、多くの施設が今後  に改修
や更新の時期を迎えることから、老朽化に対する計画的、且つ早急な対策が求めら
れています。 

 

 
 
 
 

（２） 目的 
学校施設は、生徒が日々の学習をするために過ごす施設であると共に、災害時の

避難所や地域住 の交流のための施設としての役割も担っています。 
このことから、今後の学習方針の変更へ対応できる施設整備、バリアフリー化や

環境保護に配慮した施設整備、耐災害性に優れた安心・安全な施設整備など、様々
な観点から施設整備に取り組むことが必要です。 

また、従来どおりの建て替え中心の施設整備を行う場合、多額の費用がかかり、
本県の財政を逼迫させる要因となります。このため、従来の建て替え中心、不具合
が生じた後に修繕等を行う事後保全型の施設整備から、 寿命化改修、予防保全型
の施設整備へと移行し、一施設当たりのライフサイクルコストを縮減することで、
財政負担の低減と平準化を図ることが重要です。 

  

築20年未満,14%

築20年以上30年未
満,25%

築30年以上40年未
満,21%

築40年以上,
40%

県営住宅, 
30%

試験・研究・そ
の他保健衛生系

施設, 7%

社会教育・スポーツ
施設, 7%

事務庁舎, 6%
警察施設, 5%

研修・教育系施設, 3%
その他, 6%

学校施設,36%

▲県有施設の用途別分類 ▲学校施設の築年数別割合 

図 1.1 学校施設の割合 
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（３） 計画の位置づけ 
以上を踏まえて、今後の学校施設の整備に関する基本的な指針である「佐賀県立

学校施設 寿命化計画」（以下、「本計画」）を策定します。
この計画は、国の「インフラ 寿命化基本計画」で地 公共団体が策定すること

になっている「個別施設計画」に該当するものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４） 計画期間 
 本計画は、2019 年度から 30 年間を計画期間としますが、本県の財政状況や、社
会情勢、教育環境の変化に応じて、適宜見直しを行います。 

（５） 対象施設 
 本計画の対象施設は、県が所管する中学校（4 校）、高等学校（36 校）、特別支援
学校（8 校）の計 48 施設のうち、原則、延べ面積が 200 ㎡以上の建築物 364 棟で
す。 

 
  

表 1.1 学校施設一覧 

図 1.2 本計画の位置づけ 

佐賀県ファシリティマネジメント基本方針 

 佐賀県公共施設等総合管理計画  

 

佐賀県県有施設 

長寿命化指針 

警
察 

道
路 

… 

佐賀県立学校施設 
長寿命化計画 

橋
梁 

河
川 

港
湾 

庁舎等 

1 14 25
2 15 26
3 16 27
4 普通科キャンパス（旧白石） 28
5 商業科キャンパス（旧杵島商業） 29
6 17 30
7 18 31
8 19 32
9 農林キャンパス（旧伊万里農林） 33

10 商業キャンパス（旧伊万里商業） 34
赤門学舎（旧鹿島） 20 35
大手門学舎（旧鹿島実業） 21 36

11 22 嬉野校舎（旧嬉野）
12 23 塩田校舎（旧塩田工業）
13 24

1 1 5
2 2 6
3 3 7
4 4 8

36 嬉野※

嬉野

※新設校

杵島商業
鹿島実業
牛津
神埼清明
多久

太良
唐津南

高志館
佐賀農業

有田工業
唐津 翔
白石

伊万里農林

塩田工業

伊万里商業

鳥栖工業
唐津工業
佐賀工業

三養基
小城

厳木

佐賀北
致遠館
唐津東
唐津 
鳥栖
伊万里
武雄

神埼

致遠館
唐津東

鹿島

香楠

中学校 特別支援学校

武雄 陵 大和特別支援学校
金立特別支援学校
ろう学校
盲学校 中原特別支援学校

伊万里特別支援学校
唐津特別支援学校
うれしの特別支援学校

高等学校

鹿島※10

白石※16

伊万里実業※19

佐賀東
佐賀 

鳥栖商業
唐津商業
佐賀商業
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２． 学校施設の目指すべき姿 
学校施設は、今後の更なる生徒減少や社会経済情勢の変化、生徒のニーズの多様

化等の課題に対応し、児童生徒の学習及び生活の場としての安全・安心で質の高い
環境づくりや、教育内容・指導方法の高度化等に対応した学校施設・設備の充実の
ために、学習環境を整備するとともに、災害時等の避難所としての防災機能の充実
を図る必要があります。 

また、本県で策定している教育施策等に係る計画を実施するための環境整備も、
併せて実施していく必要があります。 

本県の教育施策に関する計画 
・佐賀県総合計画 2015（教育に関する部分） 
・佐賀県教育施策実施計画 

 
図 2.1 平成 30 年度佐賀県教育施策実施計画 抜粋 
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図 2.2 平成 30 年度佐賀県教育施策実施計画 抜粋 

Ⅰ 確かな学力を育む教育の推進 
○きめ細かな指導による学力向上を目指し

た学習環境の整備・充実を図ります。 

施策の柱 取組方針（施設整備に係る項目を抜粋） 

○教育の更なる質の向上に向け、現場の検
証・反映を行いながら全県規模で教育の
情報化を推進します。 

○県立学校における教育課題について検
証・改善を行うとともに、県立高等学校
の再編整備を推進します。 

○特別支援教育推進プランに基づき、教育
環境の整備や教職員等の専門性向上、職
業教育の充実などの取組を推進します。 
大和特別支援学校の分校設置に取り組む
とともに、児童生徒数が増加傾向にある
他の知的障害特別支援学校についても、
整備について検討を行います。 

Ⅱ 豊かな心を育む教育の推進 

Ⅲ 健やかな体を育む教育の推進 

Ⅳ 時代のニーズに対応した教育の推進 

Ⅴ 教育活動を支える環境の整備 

Ⅵ 文化財の保護 

○安全・安心な学校施設を整備（改築、保
全）します。 

○教育内容・指導方法の高度化等に対応し
た学校施設・設備の充実や、安全・安心
で質の高い学習環境の提供に取り組みま
す。 
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３． 学校施設の実態 
（１） 学校を取り巻く状況 

１） 本県の人口推移と学校施設の配置状況 
本県の総人口は年々減少傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究所の推計を基

にした本県の推計では、2060 年には 54.3 万人まで減少すると見込まれています。
そのうち、年少人口の比率は、2010 年の 14.5％（12 万人）が、2060 年には 10.8％
（6 万人）まで減少し、全国平均に比べ緩やかではあるものの、本県でも少子高齢
化が進むことになります。 

 
 
 

２） 生徒数の推移と学校施設の配置状況 
本県の今後の中学校卒業見込者数は、2025 年度の推計で 1990 年度に比べ約半数

まで減少する見込みです。 

 
 

このため、県では「新たな生徒減少期に対応した佐賀県高等学校再編整備実施計
画（第 1 次）」において、特に  減少が進んでいる県の 部学区での高等学校の再
編計画を実施しています。 

14458

7838
0

10000

20000

30000

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

図 3.1 総人口、年齢 3 区分別人口の推移と将来推計 

図 3.２ 中学卒業見込者数の推移と将来推計 
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一方、特別支援学校の生徒数は増加傾向にあり、2025 年には 2010 年時点の 1.5
倍を超える見込みです。建設当時の想定を超える生徒数の増加により、教室不足が
深刻化しており、早急な施設整備が求められています。 

 

893
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1500

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

図 3.4 特別支援学校生徒数の推移と将来推計 

2010 年と比較した 2040 年の人口減少率「佐賀県における人口の将来推計（佐賀県人口ビジョン）H27.6」を基に作成 

人
口
減
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率 

図 3.3 人口減少率と県立学校の配置 

再編計画実施校 
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棟数 面積（㎡）
校舎 216 310,367
体育館・武道場 70 66,856
校舎 10 13,530
体育館・武道場 5 5,136
校舎 44 40,355
体育館 8 10,202
寄宿舎・その他 11 6,099

合計 364 452,545

高等学校

中学校

特別支援学校

 
３） 学校施設の保有量と築年数 

本県の学校施設 45.3 万㎡のうち、築 40 年以上を経過している建物は、全体の４
割を占めており、老朽化への早急な対策が課題となっていますが、高等学校の生徒
数が減少傾向にあることから、保有量が生徒数に比して過大となっていくことが予
想され、不要な施設の解体や減築による施設の集約化を図る等、保有量の縮小化も
求められています。 
 また、旧耐震基準の建物は、移転計画のある１施設を除いて耐震化が完了してい
ますが、全体の半数を占めています。 

 
 

 施設の内訳は、高等学校が 286 棟、37.7 万㎡（83％）、中学校は 15 棟、1.9 万㎡
（4％）、特別支援学校は 63 棟、5.7 万㎡（13％）です。建物種別では、校舎が 270
棟、36.4 万㎡（81%）、体育館・武道場が 83 棟、8.2 万㎡（18%）、寄宿舎・その他
は 11 棟、6 千㎡（1%）です。 
 
 

  

40 年以上 
17.9 万㎡ 
（39.6％） 

10 年未満 
2.5 万㎡ 
（5.5％） 

20 年以上 
30 年未満 
11.4 万㎡ 
（25.1％） 

10 年以上 20 年未満 
3.9 万㎡（8.7％） 

30 年以上 40 年未満 
9.5 万㎡（21.1％） 

図 3.5 学校施設の保有面積と築年数の割合 

新耐震 

％ 

旧耐震 

％ 

表 3.1 学校施設の種類別の棟数と面積 
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４） 施設関連経費の推移 
本県の学校施設における過去 5 年間の施設関連経費は、年間 25.5 億円かかってお

り、その多くが平成 21 年度から重点的に実施してきた耐震改修工事に充てられてき
ました。そのため、これまで定期的に行っていた大規模改修事業を行うことができ
ず、多くの施設で劣化が進行している状況です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.6 築年別整備状況 

図 3.7 施設関連経費の推移 
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５） 今後の整備コスト（従来型） 
本県の学校施設は、従来の建て替え中心の施設整備を続ける場合、今後 30 年間

のコストが 1,841 億円（61.4 億円/年）かかります。この年間経費は、過去の施設関
連経費の 2.4 倍になります。また、今後 10 年間では 102.5 億円/年と、4 倍のコス
トがかかる試算となり、本県の財政をさらに逼迫させることになります。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

試算の期間 2019 2048 年度の 30 年間 
改築時期 40 年（工事期間 2 年間） 

2019 年度時点で既に 40 年を超えている建物は 2020 
2030 年度に分割して費用を計上 

大規模改修周期 20 年 
将来的な生徒数の減少を考慮し、改築時の普通教室棟の面積は 1 割減で算定 

 
 
 

維持管理費    過去の施設整備費     UD・施設整備費     大規模改修費     改築費 

図 3.8 今後の整備コスト（従来型） 

表 3.2 試算条件（従来型） 
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（２） 学校施設の老朽化状況の調査 
 県立学校施設は、平成 18 年度から耐震改修事業を優先的に実施してきたことか
ら、施設の保全への対応が遅れており、多くの施設で老朽化が進行しています。 

そこで、平成 28 年度から平成 29 年度にかけて、全 364 棟のうち、平成 25 年以
降に建築された施設及び移転予定の施設を除いた 355 棟の劣化状況について調査
（県立学校校舎等劣化状況調査（以下、劣化状況調査））を実施しました。 

 
１）調査方法 

調査対象となっている以下の建築部位及び設備機器の劣化状況を目視により確認
し、必要に応じて、手の届く範囲の打診調査などを併せて行いました。また、施設
管理者に対してヒアリングを行い不具合状況も確認しました。 

 
大項目 中項目 小項目 
建築 屋根 防水層、屋根樋、笠木、ドレン等 

外部 外壁仕上げ材、シーリング、雨樋、軒、庇等 
建具 外部・内部の建具、ガラス等 
内部仕上げ 内部の床・壁・天井等 
内部雑 手すり、流し台 

電気 受変電 特高受配電盤、高圧受配電盤、変圧器等 
発電・静止形電源 非常用発電、太陽光発電、直流電源等 
電力 制御盤、分電盤、蛍光灯、非常灯、誘導灯、配管配線類

等 
通信情報（火災） 自動火災報知、非常警報等 
避雷・屋外 避雷、接地等 

空調 空調 冷凍機、冷却塔、空気調和機、ポンプ、ダクト、配管類
等 

換気 送付機、ダクト等 
衛生 給排水衛生 ポンプ、タンク、浄化槽、配管類、衛生陶器類等 

消火 消火ポンプ、消火栓、スプリンクラー、配管類等 
通信 通信・情報 構内情報通信網、構内交換、拡声、テレビ共同受信等 
昇降機 昇降機その他 エレベーター、段差解消機等 

 
 
 
 
 

表 3.3 劣化状況調査項目一覧 
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２）劣化評価基準 
    劣化評価基準は、建築と設備の別に、以下の基準で設定します。 
 

a ) 建築 
調査対象項目別に、目視及び一部打診（手が届く範囲の外壁）による評価を行

い、目視では判断できない機能等については経年に基づき評価します。 
 

 A B C 
劣化進行レベル 軽度 中度 重度 
劣化規模 健全 

（問題なし） 
劣化小 
劣化現象が調査項目
の中で１から数か所
に限定されている。 
劣化現象の発生規模
が小さい、又は軽い
ものと判断できる。 

劣化大 
劣化現象が調査項目
の中で全面積又は全
 の 25％以上で発
生している。 
劣化現象の発生範囲
は限定されているが
規模が大きい。 

経年 計画更新年数まで余
裕がある。 

計画更新年数に近づ
いている。 

計画更新年数を超え
ている。 

 
 

ｂ）設備 
調査項目別に、目視や点検記録、施設管理者へのヒアリング結果から評価を行

い、目視により判断できない機能等については経年に基づき評価します。 
 
 A B C 
点検等 健全 

軽 微 な 劣 化 は あ る
が、機能的な問題は
ない。 

劣化小 
点検記録等で数年以
内の対応を推奨され
ている。又は、目視
により劣化が確認さ
れ、年数以内の対応
が 必 要 と 判 断 さ れ
る。 

劣化大 
点検記録等で早急な
対応を推奨されてい
る。又は、目視によ
り甚大な劣化が確認
され、早急な対応が
必要と判断される。 

経年 計画更新年数まで余
裕がある。 

計画更新年数に近づ
いている。 

計画更新年数を超え
ている。 

 
 

表 3.4 劣化評価基準（建築） 

表 3.5 劣化評価基準（設備） 
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３）劣化度係数 
a ) 建築 

調査対象項目毎に劣化度を定量化するために、「劣化進行レベル」、「劣化規模」、
「経年」について下表のとおり係数を設定し、劣化度進行レベルの最高点と経年
の点数を加算することで「劣化度係数」を設定します。 
 劣化度係数（建築）＝劣化進行レベルの最高点＋経年の点数 

 

建築 
劣化規模 

A 健全(0) B 小(2) C 大(3) 

劣化進行 
レベル 

C (5) 0 10 15 
B (3) 0 6 9 
A (2) 0 4 6 

経年 (2) 0 4 6 
 

ｂ）設備 
調査対象項目毎の劣化度を定量化するため、「点検等」、「経年」について、下表

のとおり係数を設定し、点検等の点数と経年の点数を加算することで「劣化度係
数」を設定します。 
 劣化度係数（設備）＝点検等の点数+経年の点数 

 

設備 
判定結果 

A（0） B（3） C（5） 
点検等（2） 0 6 10 
経年（1） 0 3 5 

 
ｃ）重み係数 

修繕や改修の優先度を検討していくために、建築部位や設備機器ごとの評価結
果から、部位ごとに束ねた評価、さらには建築、設備等の大項目毎、建物全体と
しての評価を行う必要があります。建築部位や設備機器によって、建物全体とし
ての安全性、機能性等に及ぼす影響度が異なるため、劣化状況に対して重み付け
をし、係数を定めます。 

例） 

大項目 中項目 小項目 重み係数 
建築 屋根 防水層 5 

笠木 3 
屋根樋、ドレン等 1 

表 3.6 劣化度係数（建築） 

表 3.7 劣化度係数（設備） 

表 3.8 重み係数抜粋 
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４）評価方法 
 健全度は、劣化度係数と重み係数から、下記計算式により算定します。 
 ・小項目の計算式 
 
 健全度 ＝ １                        ×100 
   
 
 ・中項目、大項目、総合評価の計算式 
 
 健全度＝１                            ×100 
   
 
５）評価基準 

項目別の評価及び総合評価は、下記のとおり４段階評価とします。 
評価 健全度 修繕・更新等への対応 

Ａ 75 以上 100 以下 概ね良好 

Ｂ 50 以上 75 未満 修繕を要するがその必要性が低い 

Ｃ 25 以上 50 未満 修繕または更新等の必要性が高い 

Ｄ 25 未満 早急な修繕または更新等が必要 
 

６）調査結果 
 調査結果は、棟毎に「劣化状況カルテ」としてとりまとめます。 

 
  

劣化度係数×重み係数 
最も劣化の進んだ場合の劣化度係数×重み係数 

（劣化度係数×重み係数）の総和 
（最も劣化の進んだ場合の劣化度係数×重み係数）の総和 

表 3.9 評価基準 

図 3.9 劣化状況カルテ（例） 
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（３） 劣化状況調査の結果 
調査の結果、建物の分類別での総合評価の割合を比較すると、実習棟の老朽化が

他の分類に比べて顕著に進行していることが判りました。 

 
  

 図 3.11 から分かるように、築年数が 30 年から 40 年の総合評価点が全体的に低
めの値となっており、旧耐震基準の建物の耐震改修を優先させたことにより、新
耐震基準の建物の大規模改修を行うことが出来なかったことによるものと考えら
れます。築 40 年以上の総合評価点に高いものがあるものは、耐震改修と老朽化改
修を併せて行ったことによるものと考えられます。 

 

管理棟 普通教室棟 特別教室棟 実習棟
体育館・武道

場
寄宿舎・給食

棟
D 0 0 0 0 0 0
C 0 0 0 4 1 0
B 39 47 61 67 67 6
A 12 14 14 3 14 6
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図 3.10 総合評価・建物分類別 

図 3.11 総合評価点と築年数の散布図 
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また、項目別の劣化状況を分析すると、特に、屋根や外壁等の外部の劣化が特に
進行していることが判ります。 
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図 3.12 築年別・部位別の総合評価 
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４． 学校施設整備の基本的な方針 
（１） 学校施設の規模・配置等の方針 

学校施設の規模や配置については、今後の生徒数の減少や社会情勢等、教育施策
に関する計画の改正等に応じて、適切な整備を図っていきます。 

 
（２） 改修等の基本的な方針 

本県の学校施設は、既に多くの施設で老朽化が進行していることから、施設の運
営に支障をきたすなどの緊急を要するものについては、優先的に改修工事を実施し
ます。 

また、今後実施する改修工事については、不具合が出てから行う従来の「事後保
全型」の施設整備ではなく、施設をより く使 するため、予め機器の更新や部位
の改修時期を定めて機能回復を行う大規模改修・部位別改修や、計画的に機能や性
能を向上させる 寿命化改修を う「予防保全型」の施設整備を実施します。この
予防保全を行うことで、設備の機能低下や故障停止等のリスクを低減させ、突発的
な事故や費 発 を減少させることができ、中 期的なトータルコストを低減する
ことができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・屋上防水改修 

・外壁改修 

・空調改修 など 

劣化度
新築費 新築費

改修費 改修費

竣工 20 40 60 80 （年）

事後保全 建て替え 事後保全 建て替え

経年による機能・
性能の劣化

図 4.1 これまでの事後保全型の施設整備のイメージ 
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劣化度
新築費

改修費
改修費 改修費 改修費

竣工 65 （年）

施策への対応
事後保全 予防保全 予防保全 予防保全 建て替え

（部位別改修） （部位別改修） （部位別改修）

経年による機能・
性能の劣化

 １）既存施設 
既存施設は、目標使用年数を想定して設計されていないため、躯体の 寿命化改

修は行いませんが、部位ごとに設定した周期に機能回復を図る部位別改修を行うこ
とにより、劣化が進 することで起こる建物の機能や性能の低下を抑え、より く
建物を安全に利用できるようにしていきます。 

また、部位別改修に併せて、「2.学校施設の目指すべき姿」で示した方針に基づく
整備や、社会的な要求に対応した改修も併せて実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.2 既存施設の予防保全型の施設整備のイメージ 
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 ２）新築施設 
今後建てる新築施設については、 寿命化改修を、次のような建物を除いて実施

します。 
・鉄筋コンクリートの劣化が激しく、改修に多額の費用がかかるため、改築した

方が経済的に望ましい施設 
・コンクリート強度が著しく低い施設（おおむね 13.5N/㎜ 2 以下） 
・劣化状況調査において、改修が困難と判断された施設 
・基礎の多くの部分で鉄筋が腐食している施設 
・校地環境の安全性が欠如している施設 
・建物の配置に問題があり、改修によって適切な教育環境を確保できない施設 
・学校の適正配置など地域の事情により改築せざるを得ない施設 
・木造の施設 

大規模改修は、 寿命化改修の前後 25 年を目途に実施します。また、既存施設
と同様に社会的要求に応じた改修も 寿命化及び 規模改修に併せて実施します。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4.3 新築施設の予防保全型の施設整備のイメージ 

築 50 年目 
 
経年劣化による機能
回復工事と社会的要
求に対応するための
機能向上 
 
・防水改修 
・外壁改修 
・開口部改修 
・内部改修 
 （床・壁・天井） 
・設備改修 
・グラウンド改修等 

築 25 年目 
 
経年劣化による損
耗、機能低下に対す
る機能回復工事 
 
 
・屋上防水改修 
・外壁改修 
・空調更新 
・劣化の著しい部位

の修繕 
・故障・不具合修繕 

など 

築 75 年目 
 
経年劣化による損
耗、機能低下に対す
る機能回復工事 
 
 
・屋上防水改修 
・外壁改修 
・空調更新 
・劣化の著しい部位

の修繕 
・故障・不具合修繕 

など 

劣化度
新築費

改修費

改修費 改修費

竣工 25 50 75 100 （年）

機能回復・予防保全 機能向上 機能回復・予防保全 建て替え
（大規模改修） （大規模改修）

経年による機能・
性能の劣化
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３）目標使用年数 
鉄筋コンクリート造の学校施設の法定耐用年数は 47 年ですが、税務上、原価償

却費を算定するためのものであり、適切な維持管理がなされ、コンクリート及び鉄
筋の強度が確保される場合には 65 年程度、さらに、構造体等を目標年数に応じた
仕様にすることにより、技術的には 100 年以上持たせるような 寿命化も可能とさ
れていることから、佐賀県県有施設 寿命化指針に基づき、 標使 年数を概ね下
記のとおりとします。 

木造は、基本的に手入れを怠らなければ半永久的に使用可能であることから、目
標年数は個別に判断します。 

 

構  造 
目標使用年数 

既存施設 新築施設 
鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋
コンクリート造、鉄骨造 65 年 100 年 

木造 個別判断※ 個別判断※ 
 
 

４）改修周期の設定 
既存施設については、目標使用年数まで建物を使用するため、各部位ごとに改修

周期を設定し、予防保全のための改修を行っていきます。 
 

大項目 中項目 改修周期（年） 
建築 屋根 20 

外部 30 
建具 35 
内部仕上 25 

電気 受変電・発電・静止形電源 25 
通信情報（防災） 20 

空調 空調 20 
換気 10 

衛生 給排水衛生 25 
消火 30 

通信 通信・情報 20 
昇降機 昇降機 30 

 
 

表 4.2 既存施設の項目別の改修周期の例 

表 4.1 構造別の目標使用年数 
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    新築施設については、目標使用年数の半分にあたる築 50 年を目途に構造躯体の改
善を含む 寿命化改修を実施します。また、その前後 25 年を目途に部位別改修をま
とめて行う大規模改修を実施します。 

改修内容 改修周期（年） 
大規模改修 25 
 寿命化改修 50 

 
  

表 4.3 新築施設の改修周期 
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５． 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 
（１） 改修等の整備水準 

改修の実施に当たっては、原状回復を図るだけではなく、省エネルギー化やバリ
アフリー化、多様な学習形態による活動が可能となる環境の整備など、社会的な要
請に応じた改修を行います。 
 学校施設を 期的に利 するため、劣化状況調査を踏まえた各施設の原状を基に、
施設の部位ごとに統一的な整備水準を定めます。 

部位 項目 
整備基準 

 寿化改修 部位別改修/大規模改修 

外部 

躯体 
ｺﾝｸﾘｰﾄの中性化抑制、 
鉄骨の腐食対策 

ｸﾗｯｸ補修 

屋根 防水改修（断熱仕様） 防水改修 

外壁 
 
塗装塗替 
（防水型複層塗材） 

劣化部改修 
塗装塗替 
（複層薄塗材） 

建具 建具交換（複層ｶﾞﾗｽ）  

内部 
内部仕上げ・雑 全面更新 内壁の塗装改修、床張替 
設備 機器・配管の更新 機器の更新 

その他 ＵＤ ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設置、段差解消工事、多目的ﾄｲﾚ整備 
 

 
（２） 維持管理の項目・手法等 

 各施設で実施している消防法第 17 条第１項及び建築基準法第１２条第２項及び
第４項に基づく法定点検や、佐賀県 寿命化指針に基づく 常点検を い、点検結
果を一元化して管理します。 
 日常点検については、総務部資産活用課が作成した「佐賀県公共施設点検マニュ
アル」を参考に学校施設管理者が実施します。 

 
  

表 5.1 各部位の整備基準 

図 5.1 結果の管理イメージ図 
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６．  寿命化の実施計画 
（１） 改修等の優先順位付けと実施計画 
 本県の既存の学校施設は、３．３）学校施設の保有量と築年数で示したとおり、 寿命
化改修が必要となる築 30 年を超過した建物が 6 割以上を占めています。また、耐震改修工
事を優先的に実施してきたため、大規模改修が実施できず、老朽化が進んでいる施設が多
く存在することから、優先順位の基準を定めて計画的に改修を実施する必要があります。 
 このことから、下記のとおり優先順位を定めます。 
 

１）部位別改修 
原則として、既存施設のうち、劣化状況調査の結果がＤ判定であった部位から、最優先

に改修を実施します。本計画の開始年度は、改修件数が多数あることから、今後２年で解
消できるように計画的に実施していきます。 

また、既存施設は、屋根、外壁、設備等の各部位別に、４．（２）２）改修周期の設定で
示した更新・周期毎に予防保全の改修を行っていきます。 
 

２）長寿命化改修 
  寿命化改修は、今後新築する施設のうち、躯体の健全性が確認されたものについて、
築 50 年を目途に実施します。躯体の健全性の確認は、 寿命化改修の時期に併せて実施し、
 寿命化改修の可否を判断します。可否の判断フローを図 6.1 に示しています。 
 

３）大規模改修 
 大規模改修は、今後新築する施設において、築 25 年、築 75 年を目途に実施します。 
 

４）施策への対応 
 平成 19 年から実施しているスロープ設置による床段差解消などの施設のユニバーサルデ
ザイン化改修工事については、完了していない１校を最優先に実施します。また、エレベ
ーターの設置については、改築工事に併せて実施するほか、必要とする生徒の入学に併せ
て設置していきます。 
 また、平成 24 年から整備している、避難所として利用が想定される体育館に併設する防
災トイレの整備で、完了していない２校の整備を進めます。 
  

５）その他 
 財政状況等により、計画する部位別改修や 寿命化改修、 規模改修が出来ない場合は、
 寿命化改修を優先して います。 
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  図 6.1 判断フロー図 
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（２）  寿命化のコストの 通し、 寿命化の効果 
これまでの条件を基に予防保全型の施設整備を行う場合のコストシミュレーションを

作成しました。この結果、今後 30 年間の整備コストは 1,465 億円（48.8 億円/年）と、
従来型の整備コストに比べて、総額 376 億円（12.6 億円/年）縮減する見込みとなりまし
た。 

しかし、多くの既存施設が目標使用年数である 65 年を迎え始める 2029 年以降は、年
間約 60 億円、多い年では 100 億円近くに上る見込みであることから、今後、施設の耐力
度調査の結果や、県全体の予算規模・状況等を踏まえて、改築時期を調整することによ
って、整備のコスト全体の平準化を図っていきます。 

 
 
 

試算の期間 2019 2048 年度の 30 年間 
部分別改修 屋根・外壁・設備等の項目毎に設定した周期 

改築時期 65 年 
将来的な生徒数の減少を考慮し、改築時の普通教室棟の面積は 1 割減で算定 

 
 

図 6.2 今後の整備コスト（ 寿命化型） 

表 6.1 試算条件（ 寿命化型） 

維持管理費     UD・施設整備費       部位別改修      施設整備費     改築費 
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７．  寿命化計画の継続的運  針 
（１） 情報基盤の整備と活用 

計画の見直しを行うための基礎資料とするため、建築基準法第１２条に基づく定
期点検結果や消防法第１７条３の３に基づく消防用設備点検報告結果、今後実施す
る非構造部材の点検結果、各種改修・機器の交換履歴等をデータベース化し、情報
を一元化して管理していきます。 

 
（２） 推進体制等の整備 

 本計画策定後も、学校施設に求められる機能や水準は変化していくことから、教
育庁各課と連携して本計画を推進していきます。 
 

（３） フォローアップ 
本計画は、事業の進捗状況等についてフォローアップを行い、本県の財政状況や

社会情勢、教育環境等の変化等、状況の変化を踏まえ、必要に応じて方針や年度毎
の整備費の見直しを行います。 

また、本県の公共施設等総合管理計画である「佐賀県ファシリティマネジメント
基本方針」が改訂された場合にも、必要に応じて見直しを行います。 
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巻末資料 

◇用語の定義 
 寿命化 建物を将来にわたって く使い続けるため、耐 年数を延ばすこと。 
保全 建物や設備が完成してから取り壊すまでの間、その性能や機能を良好な

状態に保つほか、社会・経済的に必要とされる性能を確保し、保持し続
けること。 

予防保全 損傷が軽微である早期段階から、機能・性能の保持・回復を図るために
修繕等を行う、予防的な保全のこと。 

事後保全 老朽化による不具合が生じた後に修繕等を行う、事後的な保全のこと。 
維持管理 建物や設備の性能や機能を良好な状態に保つほか、社会・経済的に必要

とされる性能・機能を確保し、保持し続けるため、建物や設備の点検・
診断を行い、必要に応じて建物の改修や設備の更新を行うこと。 

更新 既存の建物や設備を新しく改めること。 
改築 老朽化により構造上危険な状態にあったり、教育上、著しく不適当な状

態にあったりする既存の建物を建て替えること。 
改修 経年劣化した建物の部分または全体の原状回復を図る工事や、建物の機

能・性能を求められる水準まで引き上げる工事のこと。 
修繕 経年劣化した建物の部分を、既存のものと概ね同じ位置に概ね同じ材

料、形状、寸法のものを用いて原状回復を図ること 
 寿命化改修  寿命化を うために、物理的な不具合を直し耐久性を めることに加

え、機能や性能を求められる水準まで引き上げる改修を行うこと。 
躯体 建物の柱、梁、床等の構造体のこと。 
ユニバーサル
デザイン化改
修工事 

県立学校において、だれもが利用しやすい環境を整備するために、１階
部分の段差解消、多機能トイレの設置、出入口１か所に自動ドアの設置、
分かりやすい案内表示、教室棟改築時のエレベーターの設置を基本とし
て整備を行う改修工事。また、エレベーターについては、改築時以外で
も、個別の障害への対応が必要となる生徒が入学されるのに合わせて設
置する。 

防災トイレ 災害時の避難の際、県立学校を要援護者が安心して利用できる福祉避難
所として整備するために、体育館に隣接して設けた多機能トイレ及び一
般トイレ。停電時でもトイレを利用できる設備の仕様になっている。 

要援護者 災害から身を守るため、安全な場所に避難するなどの一連の防災行動を
取る際に、支援を必要とする人。 
例）心身障害者、認知症や体力的に衰えのある高齢者、妊婦や乳幼児等 

 


